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検討

事務作業全般

現場調査・訪問

監査

周知・広報

調査・検討フォローアップ

局内協議

本監査準備作業

学校現地調査

本監査

報告・公表

活動種別活動名
2月 3月6月

活動時期

調査・検討

通知等発送

監査

ヒアリング

11

月

12

月
1月7月

事務事業概要書

事業概要

　監査計画に基づき、財務に関する事務の執行及び経営に係る事業の管理が法令等に適合

し、正確で、最少の経費で最大の効果を挙げるようにし、その組織及び運営の合理化に努

めているか監査します。

　監査の結果に関する報告を作成し、議会、市長及び関係のある委員会又は委員に提出す

るとともに、公表します。

事務事業名

監査対象ファイル抽出

執行通知発出

予備監査

ヒアリング

8月 9月
10

月
4月 5月

定期監査

部名 課かい名 監査事務局監査事務局



根拠法令
抜粋

・地方自治法

第百九十九条

監査委員は、普通地方公共団体の財務に関する事務の執行及び普通地方公共団体の経営に

係る事業の管理を監査する。

④監査委員は、毎会計年度少なくとも一回以上期日を定めて第一項の規定による監査をし

なければならない。

⑨監査委員は、第九十八条第二項の請求若しくは第六項の要求に係る事項についての監査

又は第一項、第二項若しくは第七項の規定による監査について、監査の結果に関する報告

を決定し、これを普通地方公共団体の議会及び長並びに関係のある教育委員会、選挙管理

委員会、人事委員会若しくは公平委員会、公安委員会、労働委員会、農業委員会その他法

律に基づく委員会又は委員に提出するとともに、これを公表しなければならない。

法的
実施根拠

あり
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報告 周知・広報

協議事項回答受領 事務作業全般

局内協議 検討

例月出納検査 監査

現金現在高確認 審査

局内協議 検討

関係課かいとの協議 ヒアリング

支出命令伝票審査 審査

9月
10

月

11

月

執行通知発出 通知等発送

検査対象データ抽出 事務作業全般

事業概要

　監査計画に基づき、会計管理者等の現金の出納事務が正確に行われているか検査しま

す。

　会計管理者等から提出された検査資料について、収入及び支出に関する財務事務が、法

令等に従って適正に執行されているか、また、現金の月末残高が指定金融機関等が発行す

る残高証明書等と一致しているか等の検査を実施します。

　監査の結果に関する報告を作成し、議会及び市長に提出します。

活動名 活動種別

活動時期

4月 5月 6月 7月 8月 3月
12

月
1月 2月

事務事業名 例月出納検査

事務事業概要書

部名 監査事務局 課かい名 監査事務局



法的
実施根拠

あり

根拠法令
抜粋

・地方自治法

第二百三十五条の二

普通地方公共団体の現金の出納は、毎月例日を定めて監査委員がこれを検査しなければな

らない。

３監査委員は、第一項の規定による検査の結果に関する報告又は前項の規定による監査の

結果に関する報告を普通地方公共団体の議会及び長に提出しなければならない。
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2 ■

3 ■
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6 ■

7 ■
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9 ■ ■
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11 ■

12

13

14

15

決算審査意見書作成 事務作業全般

局内協議 検討

決算審査意見書確定 審査

9月

報告 周知・広報

他市決算状況照会 調査・検討

審査依頼受理 事務作業全般

執行通知発出 通知等発送

決算審査 審査

各会計の決算書及び資料受領 事務作業全般

関係課かいへの質問 調査・検討

事務局資料作成 事務作業全般

事業概要

　監査計画に基づき、決算その他関係書類が法令等に適合し、かつ正確であるか審査しま

す。

　一般会計、特別会計、公共下水道事業会計、病院事業会計の決算書その他の関係諸表の

計数等が適正であるか、予算の執行、財産の管理などが適正かつ効率的に行われたか審査

します。また、公共下水道事業及び病院事業については、財務諸表を確認の上、事業の経

営成績、財務状況を適正に表しているか審査します。

　審査結果は、決算審査意見書にまとめ市長に提出します。

活動名 活動種別

活動時期

4月 5月 6月 7月 8月 3月
12

月
1月 2月

10

月

11

月

事務事業名 決算審査

事務事業概要書

部名 監査事務局 課かい名 監査事務局



あり

根拠法令
抜粋

・地方自治法

第二百三十三条

会計管理者は、毎会計年度、政令で定めるところにより、決算を調製し、出納の閉鎖後三

箇月以内に、証書類その他政令で定める書類と併せて、普通地方公共団体の長に提出しな

ければならない。

２普通地方公共団体の長は、決算及び前項の書類を監査委員の審査に付さなければならな

い。

３普通地方公共団体の長は、前項の規定により監査委員の審査に付した決算を監査委員の

意見を付けて次の通常予算を議する会議までに議会の認定に付さなければならない。

４前項の規定による意見の決定は、監査委員の合議によるものとする。

・地方公営企業法

第三十条

管理者は、毎事業年度終了後二月以内に当該地方公営企業の決算を調製し、証書類、当該

年度の事業報告書及び政令で定めるその他の書類と併せて、当該地方公共団体の長に提出

しなければならない。

２地方公共団体の長は、決算及び前項の書類を監査委員の審査に付さなければならない。

３監査委員は、前項の審査をするに当たつては、地方公営企業の運営が第三条の規定の趣

旨に従つてされているかどうかについて、特に、意を用いなければならない。

４地方公共団体の長は、第二項の規定により監査委員の審査に付した決算を、監査委員の

意見を付けて、遅くとも当該事業年度終了後三月を経過した後において最初に招集される

定例会である議会の認定(地方自治法第百二条の二第一項の議会においては、遅くとも当該

事業年度終了後三月を経過した後の最初の定例日(同条第六項に規定する定例日をいう。)

に開かれる会議において議会の認定)に付さなければならない。

法的
実施根拠



1 ■

2 ■

3 ■

4 ■ ■

5 ■ ■

6 ■ ■

7 ■ ■

8 ■

9 ■

10

11

12

13

14

15

審査意見書作成 事務作業全般

検討局内協議

報告 周知・広報

審査意見書確定 審査

関係資料受領、確認 事務作業全般

関係課かいへの質問 調査・検討

財政健全化法に基づく審査 審査

執行通知発出 事務作業全般

9月
10

月

11

月

審査依頼受理 事務作業全般

事業概要

　監査基準に基づき、市長から提出された健全化判断比率及び資金不足比率並びにそれら

の算定の基礎となる事項を記載した書類が法令等に適合し、かつ正確であるか審査しま

す。

　審査結果は、審査意見書にまとめ市長へ提出します。

活動名 活動種別

活動時期

4月 5月 6月 7月 8月 3月
12

月
1月 2月

事務事業名 健全化判断比率等審査

事務事業概要書

部名 監査事務局 課かい名 監査事務局



法的
実施根拠

あり

根拠法令
抜粋

・地方公共団体の財政の健全化に関する法律

第三条

地方公共団体の長は、毎年度、前年度の決算の提出を受けた後、速やかに、実質赤字比

率、連結実質赤字比率、実質公債費比率及び将来負担比率(以下「健全化判断比率」とい

う。)並びにその算定の基礎となる事項を記載した書類を監査委員の審査に付し、その意見

を付けて当該健全化判断比率を議会に報告するとともに、当該健全化判断比率を公表しな

ければならない。

第二十二条

公営企業を経営する地方公共団体の長は、毎年度、当該公営企業の前年度の決算の提出を

受けた後、速やかに、資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類を監査

委員の審査に付し、その意見を付けて当該資金不足比率を議会に報告し、かつ、当該資金

不足比率を公表しなければならない。



1 ■ ■ ■
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4 ■

5 ■

6 ■

7 ■

8

9

10

11

12

13

14

15

本監査準備作業 事務作業全般

監査

報告・公表 周知・広報

11

月

対象団体の選定、事前準備 調査・検討

執行通知発出 通知等発送

予備監査 監査

ヒアリング ヒアリング

本監査

事務事業名 財政援助団体等監査

事務事業概要書

部名 監査事務局 課かい名 監査事務局

事業概要

　監査計画に基づき、補助金、交付金、負担金等の財政的援助を与えている団体、出資し

ている団体、借入金の元金又は利子の支払を保証している団体、信託の受託者及び公の施

設の管理を行わせている団体の当該財政的援助等に係る出納その他の事務の執行が当該財

政的援助等の目的に沿って行われているか監査します。

　監査の結果に関する報告を作成し、議会、市長及び関係のある委員会又は委員に提出す

るとともに、公表します。

活動名 活動種別

活動時期

4月 5月 6月 7月 8月 3月
12

月
1月 2月9月

10

月



法的
実施根拠

あり

根拠法令
抜粋

・地方自治法

第百九十九条

監査委員は、普通地方公共団体の財務に関する事務の執行及び普通地方公共団体の経営に

係る事業の管理を監査する。

⑦監査委員は、必要があると認めるとき、又は普通地方公共団体の長の要求があるとき

は、当該普通地方公共団体が補助金、交付金、負担金、貸付金、損失補償、利子補給その

他の財政的援助を与えているものの出納その他の事務の執行で当該財政的援助に係るもの

を監査することができる。当該普通地方公共団体が出資しているもので政令で定めるも

の、当該普通地方公共団体が借入金の元金又は利子の支払を保証しているもの、当該普通

地方公共団体が受益権を有する信託で政令で定めるものの受託者及び当該普通地方公共団

体が第二百四十四条の二第三項の規定に基づき公の施設の管理を行わせているものについ

ても、同様とする。

⑨監査委員は、第九十八条第二項の請求若しくは第六項の要求に係る事項についての監査

又は第一項、第二項若しくは第七項の規定による監査について、監査の結果に関する報告

を決定し、これを普通地方公共団体の議会及び長並びに関係のある教育委員会、選挙管理

委員会、人事委員会若しくは公平委員会、公安委員会、労働委員会、農業委員会その他法

律に基づく委員会又は委員に提出するとともに、これを公表しなければならない。



1

2 ■

3 ■ ■

4 ■ ■ ■

5 ■ ■ ■ ■

6 ■ ■ ■ ■ ■

7 ■ ■ ■ ■ ■

8 ■ ■ ■

9 ■ ■ ■

10 ■ ■ ■

11 ■ ■

12 ■

13

14

15

本監査 監査

報告書確定 審査

報告・公表 周知・広報

実地調査 監査

報告書作成 事務作業全般

局内協議 検討

調査票の分析 監査

問題点の抽出、実地調査対象課の選定 監査

二次調査依頼 通知等発送

執行通知発出及び一次調査依頼 通知等発送

9月
10

月

11

月

テーマの選定（令和５年度中に選定済み） 調査・検討

調査票作成 調査・検討

事業概要

　監査計画に基づき、事務の執行が法令等に適合し、正確で、最少の経費で最大の効果を

挙げるようにし、その組織及び運営の合理化に努めているか必要に応じて監査します。

　監査の結果に関する報告を作成し、議会、市長及び関係のある委員会又は委員に提出す

るとともに、公表します。

　令和６年度は、「庁用自動車等の管理運用状況及び安全対策について」をテーマとし、

庁用自動車の配置、配置と利用及び交通安全対策並びに自己防止等について監査します。

活動名 活動種別

活動時期

4月 5月 6月 7月 8月 3月
12

月
1月 2月

事務事業名 行政監査

事務事業概要書

部名 監査事務局 課かい名 監査事務局



法的
実施根拠

あり

根拠法令
抜粋

・地方自治法

第百九十九条

監査委員は、普通地方公共団体の財務に関する事務の執行及び普通地方公共団体の経営に

係る事業の管理を監査する。

②監査委員は、前項に定めるもののほか、必要があると認めるときは、普通地方公共団体

の事務(自治事務にあつては労働委員会及び収用委員会の権限に属する事務で政令で定める

ものを除き、法定受託事務にあつては国の安全を害するおそれがあることその他の事由に

より監査委員の監査の対象とすることが適当でないものとして政令で定めるものを除く。)

の執行について監査をすることができる。この場合において、当該監査の実施に関し必要

な事項は、政令で定める。

⑨監査委員は、第九十八条第二項の請求若しくは第六項の要求に係る事項についての監査

又は第一項、第二項若しくは第七項の規定による監査について、監査の結果に関する報告

を決定し、これを普通地方公共団体の議会及び長並びに関係のある教育委員会、選挙管理

委員会、人事委員会若しくは公平委員会、公安委員会、労働委員会、農業委員会その他法

律に基づく委員会又は委員に提出するとともに、これを公表しなければならない。
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8 ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■

9

10
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事務事業名 住民監査請求監査

事務事業概要書

部名 監査事務局 課かい名 監査事務局

事業概要

　住民から、本市の執行機関又は職員による違法又は不当な財務会計上の行為又は怠る事

実についての職員措置請求書が提出された場合、是正等の措置を講ずる必要性について６

０日以内に監査します。

　監査結果は、請求人に通知するとともに、公表します。

※臨時的な業務のため、請求があった際は随時６０日以内に対応します。

活動名 活動種別

活動時期

4月 5月 6月 7月 8月 3月
12

月
1月 2月

請求要件の審査 審査

9月
10

月

11

月

職員措置請求書の収受 申請等受付

市長及び議会への通知 通知等発送

請求人による陳述 調査・検討

関係課への事情聴取 調査・検討

監査結果決定 監査

監査結果通知 通知等発送

監査結果公表 周知・広報



法的
実施根拠

あり

根拠法令
抜粋

・地方自治法

第二百四十二条

普通地方公共団体の住民は、当該普通地方公共団体の長若しくは委員会若しくは委員又は

当該普通地方公共団体の職員について、違法若しくは不当な公金の支出、財産の取得、管

理若しくは処分、契約の締結若しくは履行若しくは債務その他の義務の負担がある(当該行

為がなされることが相当の確実さをもつて予測される場合を含む。)と認めるとき、又は違

法若しくは不当に公金の賦課若しくは徴収若しくは財産の管理を怠る事実(以下「怠る事

実」という。)があると認めるときは、これらを証する書面を添え、監査委員に対し、監査

を求め、当該行為を防止し、若しくは是正し、若しくは当該怠る事実を改め、又は当該行

為若しくは怠る事実によつて当該普通地方公共団体の被つた損害を補填するために必要な

措置を講ずべきことを請求することができる。

５第一項の規定による請求があつた場合には、監査委員は、監査を行い、当該請求に理由

がないと認めるときは、理由を付してその旨を書面により請求人に通知するとともに、こ

れを公表し、当該請求に理由があると認めるときは、当該普通地方公共団体の議会、長そ

の他の執行機関又は職員に対し期間を示して必要な措置を講ずべきことを勧告するととも

に、当該勧告の内容を請求人に通知し、かつ、これを公表しなければならない。

６前項の規定による監査委員の監査及び勧告は、第一項の規定による請求があつた日から

六十日以内に行わなければならない。
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事務事業名 監査事務局事務

事務事業概要書

部名 監査事務局 課かい名 監査事務局

事業概要

　監査委員が監査計画に基づき計画的に監査・検査等を実施できるよう、監査資料の収集

及び監査事務の調査研究を行い、事務等を補助します。

　各市で構成する監査委員会の会議や研修等へ参加し、情報収集を行うとともに、監査能

力の向上を図ります。

　監査等を効率的かつ効果的に実施することができるよう、リスク（組織目的の達成を阻

害する要因）の内容及び程度、過去の監査結果、監査結果の措置状況、監査資源等を総合

的に勘案し、各年度の監査計画を策定します。監査計画には、監査等の種類、対象、時

期、実施体制等を定めます。

活動名 活動種別

活動時期

4月 5月 6月 7月 8月 3月
12

月
1月 2月

翌年度監査計画の検討 検討

9月
10

月

11

月

監査事務局事務 事務作業全般

会議及び研修への参加 職員向け研修

監査計画作成 事務作業全般

監査計画庁内報告 庁内調整・会議

公表 周知・広報



法的
実施根拠

なし

根拠法令
抜粋


